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新たな大都市制度の創設に向けた検討状況等について 

 

１ 「横浜特別自治市大綱」策定までの主な経過 
横浜市の取組 時期 

(平成) 当局 市会 
参考：国等の動向

21
年
度 

 
 

22 年 5 月 

 
 
○「新たな大都市制度創設の基本的

考え方」《基本的方向性》公表 

○特別委員会 
（調査・研究テーマ「新たな
大都市制度の創設につい
て」） 
 

 
 
○指定都市市長会
「特別自治市」構想
発表 

22
年
度 

 
 

 ○特別委員会 
（ 調 査 ・ 研 究 テ ー マ 「 水 平
的、対等な連携協力の可能
性について」） 

 

23
年
度 

23 年 6 月 
 

8 月 
 

10 月 
 

12 月 
 
 

24 年 2 月 
3 月 

 
 
○横浜市大都市自治研究会設置 
 
○指定都市７市による大都市制度 

共同研究会設置 
○８市連携市長会議設置 
 
 
 
○横浜市大都市自治研究会第１次
提言 

○特別委員会 
（調査・研究テーマ「新たな
大都市制度における都市内
分権について」） 
 
 
○新たな大都市制度である
「特別自治市」創設に関する
決議（12 月） 
○16 指定都市議長が国に
対して特別自治市創設を要
望（2 月） 

 
 
○第 30 次地方制度
調査会設置。臨時委
員に市長就任（8 月）
 
 
 
 

24
年
度 

24 年 6 月 
 

12 月 
25 年 2 月 

3 月 
 

○「横浜特別自治市大綱素案 
（骨子）」とりまとめ 

 
 
○「横浜特別自治市大綱」策定 

 
 
 
○指定都市議長会として、
国に対して「特別自治市」な
ど多様な大都市制度創設を
要望（2 月） 

 
 
○第 30 次地方制度
調査会「大都市制度
についての専門小
委員会中間報告」
（12 月） 

 

２ 第 30次地方制度調査会 

（１）最近の開催状況 

開催日 会議 主な内容 

平成25年５月10日 第33回専門小委員会 大都市制度のあり方について議論 

平成25年５月24日 第34回専門小委員会

大都市制度の改革及び基礎自治体の行政サ

ービスの提供のあり方に関する答申（素案）

について議論 

平成25年６月３日 第35回専門小委員会

大都市制度の改革及び基礎自治体の行政サ

ービスの提供のあり方に関する答申（素案）

について地方６団体から意見聴取 

 

大都市行財政制度特別委員会 

平 成 2 5 年 ６ 月 ７ 日 

政 策 局 
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（２）「大都市制度の改革及び基礎自治体の行政サービスの提供のあり方に関する答申 

（素案）」（以下、「答申（素案）」）の概要 

＜参考資料１：第35回専門小委員会配付資料＞ 

 

○指定都市制度の現状 

・ 指定都市と都道府県との行政運営の中で、「二重行政」の問題が顕在化 

・ 「二重行政」を解消するためには、同種の事務を処理する主体を極力一元化することが

必要 

・ 指定都市のうち特に人口規模が大きい都市については、住民に身近な行政区の役割を強

化し、明確にすることを検討することが必要 

・ 新たに生じる財政負担については、適切な財政措置を講じることが必要 

・ 「二重行政」を解消するためには、指定都市と都道府県が公式に政策を調整する場を設

置することが必要 

 

○「二重行政」の解消を図るための具体的な方策 

・ 都道府県から指定都市に移譲する事務を検討する際には、都道府県と指定都市の関係は

都道府県間の関係と同様に考えることを基本とすべき 

・ 移譲事務の分野としては、都市計画と農地等の土地利用の分野や、福祉、医療、教育等

の対人サービスの分野など、指定都市に移譲されていない事務全般にわたって検討の対象

とすべき 

・ 県費負担教職員の給与負担等まとまった財政負担が生じる場合は、税源配分も含めて財

政措置のあり方を検討すべき 

 

○「都市内分権」により住民自治を強化するための具体的な方策 

・ 区長に独自の権限を持たせる場合、区の事務所の長（区長）について、副市長並みに、

市長が議会の同意を得て選任する任期４年の特別職とし、任期中の解職や再任も可能とす

ることを選択できるようにすべき 

・ 条例で、区に教育委員会や区単位の市教育委員会の事務局を置くことを可能にすべき 

・ 区を単位とする住民自治の機能を強化すべき 

・ 区単位の議会の活動を推進するため、市議会内に区選出市議会議員を構成員とし、一又

は複数の区を単位とする常任委員会を置き、区長の権限に関する事務の調査や区に係る議

案、請願等の審査を行うこととすべき 

・ 条例で、市の事務の一部を区が専ら所管する事務と定められるようにすべき 

・ 区長が市長から独立した人事や予算等の権限を持つことを検討すべき 

 

○特別市（仮称） 

・ 「二重行政」が完全に解消され、効率的・効果的な行政体制の整備に資する点で大き

な意義がある 

・ 人口200万以上とするなど、一定以上の人口の指定都市に対象を限定する必要がある 

・ 都道府県から指定都市への事務と税財源の移譲を可能な限り進め、実質的に特別市に

近づけることを目指すこととし、特別市という新たな大都市のカテゴリーを創設する場

合の様々な課題については、引き続き検討を進めていくことが必要 

 

 



3 
 

（３）答申（素案）に対する地方６団体の主な意見の概要 

（第35回専門小委員会における意見聴取内容をもとに作成） 

  ア 全国知事会 

○ 指定都市への事務移譲については、個別の事務ごとに検討すべきである。 

   ○ 移譲事務を決定した上で、それに見合う財政措置を議論すべきである。 

○ 都道府県には指定都市と比較して安定した税源が十分に与えられていないこと

などに十分留意した上で検討すべきである。 

  イ 全国都道府県議長会 

○ 特別市（仮称）は、事実上都道府県の分割になるので、慎重な検討が必要である。 

  ウ 全国市長会 

   ○ 特別市（仮称）は、指定都市の考え方等を踏まえながら、引き続き国における迅

速な検討をお願いしたい。 

   ○ 答申素案のとおり、都道府県と指定都市の関係は、都道府県間の関係と同様に考

えることを基本に権限移譲を進めてほしい。 

   ○ 県費負担教職員の給与負担に係る財政負担については、個人道府県民税などの基

幹的な税目の税源移譲が必要である。 

  エ 全国市議会議長会 

   ○ 指定都市に新たに生じる財政負担について、財源としては、道府県から指定都市

へ、個人道府県民税など基幹的税目の移譲を行ってほしい。 

   ○ 区を単位とする常任委員会については、指定都市の自主的な取組に委ねてほしい。 

   ○ 特別市（仮称）は、基礎自治体の権限強化の視点からも、早期実現に向けて引き

続き推進してほしい。 

 

（４）今後の予定 

次回以降の専門小委員会において、答申（案）のとりまとめを行い、総会において、

答申として確定していく流れとなります。 

 

 

３ 国への提案・要望 

    林市長が国に対し、「横浜特別自治市大綱」に基づく提案及び要望を行いました。 

日付 要望先 場所 

平成 25 年５月 20 日(月) 北村 総務大臣政務官 総務省 

平成 25 年５月 27 日(月) 菅 内閣官房長官 首相官邸 

 

＜参考資料２：提案書「新たな大都市制度『特別自治市』創設に向けた提案」＞ 
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